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重１ 第83回国民スポーツ大会開催市町村の経費及び人的負担軽

減について【新】 

 

要望事項 

 (1) 第83回国民スポーツ大会の開催県として、開催市町村の経費 

負担軽減に向けた財政支援 

 (2) 県有施設で開催される競技の群馬県による運営 

 

要望の背景 

 国民スポーツ大会は、近年の大会規模の拡大や物価・資材費高騰に

より、開催市町村の競技会場の整備や運営にかかる経費及び人的負

担が年々増大しています。 

 これまでの開催例でも、開催県の大会運営費に対する補助制度は

存在していますが、基準単価の制約や補助対象外経費の設定により、

実質的な市町村負担は重く、県有施設での開催においても、その所在

地市町村が費用を負担する仕組みが大きな課題となっています。 

 群馬県において「コンパクトな国スポ」というコンセプトを打ち出

していただいているところですが、本市では、県内最多となる14競

技（うち8競技が県有施設）を予定しており、運営には70名以上の

職員体制が必要となります。大会前から終了まで、長期的な人員確保

が求められる中で、行政機能を維持しつつ業務を遂行することは非

常に困難な状況です。 

 また、県有施設の運営に関しては、関係機関が多岐にわたり、判断

や対応の迅速性が求められる大会期間中の運営に支障をきたす懸念

があります。 

 こうした状況を踏まえ、県による財政的支援を強化するとともに、

県が県有施設における競技運営の主体的な担い手となることにより、

持続可能な大会運営になると考えます。  
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効果等 

 (1) 財政的・人的な負担軽減により、開催市町村が安定して大会

準備・運営に取り組める環境が整います。 

 (2) 群馬県が運営を担うことで、迅速かつ的確な判断・対応が可

能となり、県有施設での円滑な大会運営が期待できます。 

 

■先催県の補助制度 

 先催県においては、補助率 3 分の 2 の制度が設けられているもの

の、多くの経費に基準単価や数量上限が設定されているほか、補助対

象外とされる項目も多く、実際の補助割合は限定的となっています。 

 実際、鹿児島市および宇都宮市の開催例では、県からの支出金の割

合は事業費全体の約 3 分の 1 にとどまり、開催市に過大な負担が生

じています。 

（単位：千円） 

 R4開催 宇都宮市 

（14競技） 

R5開催 鹿児島市 

（17競技） 

総事業費 2,625,363 3,554,391 

県支出金等 879,456 1,224,060 

一般財源 1,745,907 2,330,331 

県支出金等の割合 33.5% 34.9% 

※宇都宮市大会報告書及び鹿児島市大会報告書を参照し、作成 
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重２ 中心市街地における道路空間再編の推進について 

 

要望事項 

 (1)「県庁～前橋駅クリエイティブシティ構想」の実現に向けた連 

携強化  

 (2) 本町二丁目五差路交差点早期改良整備に向けた連携強化 

 

要望の背景 

 群馬県が中心となり、県庁からＪＲ前橋駅までの道路空間等を対

象とした「県庁～前橋駅クリエイティブシティ構想（都市空間デザイ

ンの策定）」に取り組んでいただいていることについて、市として大

変心強く感じております。 

 本構想は、中心市街地において、本市が目指す「ウォーカブルなま

ちづくり」を具現化する取り組みであり、その実現に向けて県と市が

一体となって推進するため、より一層の連携の強化を要望するもの

です。 

 また、本構想の実現にあたっては、変則的な交差形状によって、渋

滞の発生や歩行者、自転車の円滑な移動の妨げの要因となっている

国道５０号本町二丁目五差路交差点の改良整備が不可欠であること

から、早期改良に向けた国への働きかけに関する連携強化について

も、併せて要望いたします。 

 

効果等 

 (1) 中心市街地活性化及び良好な景観形成  

 (2) まちなかウォーカブルの推進  

 (3) 自動運転バス、ＧｕｎＭａａＳ等の新モビリティサービスの

推進  

 (4) 交通渋滞の解消、交通事故の減少 
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要望図 
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重３ 市街地再開発事業における財政支援等について【新】 

 

要望事項 

市街地再開発事業※１を成功させるための国への財政支援の働き

かけ及び県の財政措置 

※１ 市街地再開発事業とは都市再開発法に基づく事業 

 

要望の背景 

前橋市では、市街地再開発事業について、まちづくりにあたり効率

的で高い効果を得られる手法として今後も取組を推進していきたい

と考えています。 

 しかしながら、昨今の建築費高騰等によって事業費の規模も大き

くなり、並行して施行者※２への公的な補助金※３も増えることで補

助者である市も財政的に厳しい状況になるため、事業の推進に支障

をきたす恐れが懸念されます。 

 現在、前橋市で予定している千代田町中心拠点地区市街地再開発

事業は、図書館に加えオフィスや義務教育学校などの設置も含めて

おり、国で進める地方創生２．０の取組に資する新しいタイプの再開

発であることから、国からの補助金が満額支給されるように働きか

けをお願いするとともに、居住部分以外も対象となる新たな補助制

度を創設し、市街地再開発事業における市の負担軽減に向けた群馬

県からの財政支援をお願いするものです。 

 ※２ 施行者とは「組合」「個人施行」などの民間団体や企業 

 ※３ 市街地再開発事業にあたり施行者に事業費の一部を補助する制度 

    負担割合 施行者への補助金=国1/2,地方公共団体1/2 

    市が地方公共団体の負担を担う 
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要望額 

千代田町中心拠点地区市街地再開発事業において、仮に旧「群馬県

まちなか居住再生等支援事業補助金交付要綱」を基に算出した場合

に想定される群馬県の補助額は、令和12年度までに約３．２７億円

です。 

さらに、図書館や学校といった都市機能施設などの居住部分以外

の施設も対象となる新たな補助金の創設を希望します。 

年度別に想定される群馬県の補助額（令和10年度から） 
地区名 令和10年度 令和11年度 令和12年度 計 

千代田町中心拠点 32,000千円 82,000千円 213,000千円 327,000千円 

※千代田町中心拠点地区市街地再開発事業において、マンション棟に限り補助対象となった

場合を想定した補助額 

 

効果等 

 財政支援によって市の負担が軽減されることで事業の停滞や見直

しといった影響を避けやすくなり、計画的に事業の進捗を図ること

ができます。 
 

■事業概要 

 千代田町中心拠点地区 

  

 

 

 

 

 

  

地区面積 約２．７ha（前面道路含む） 

第一種市街地再開発事業 

組合施行予定（地権者３４者） 

都市計画決定 令和４年６月２３日 

組合設立予定 令和７年度 

工事着手予定 令和８年度 

工事完成予定 令和１２年度中 
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重４ 学校給食への財政支援等について 

 

要望事項 

 (1) 学校給食費の無償化のため、県による市町村への財政支援 

 (2) 異次元の少子化対策として、学校給食費無償化の国への財政

支援の要望 

 

要望の背景 

 学校給食は児童生徒の健全な食生活を維持し、成長を支える重要

な役割を担っています。石破首相は参議院予算委員会で、学校教育の

無償化について「まずは小学校の給食費無償化を念頭に安定した恒

久財源の確保策と合わせ、2026 年度以降できる限り早く制度化を目

指したい」と表明しました。これにより、学校給食費無償化について

の国の検討が加速すると考えられますが、国主導での中学校の給食

費無償化には一定の時間がかかる見込みです。  

 このような状況下で、全国の自治体でも学校給食費を完全無償化

する動きが広がっています。県内では２２の自治体が完全無償化に

移行し、一部無償化及び助成を含めると、令和７年度より県内の３５

市町村全ての自治体が給食費の支援を行っています。  

 本市でも、子育て支援策として、令和６年度の６月から市立中学校

の給食費を完全無償化し、本年度からは対象を市立小学校まで拡大

しましたが、継続実施のための財源確保が大きな課題となっていま

す。 

 青森県や東京都など一部の自治体では、公立小中学校の給食費に

ついて、保護者の負担軽減に取り組む市区町村に対して、一部又は全

部の補助を行っています。   

 ついては、県全体での子育て支援として上記事項について特段の

配慮をお願いします。 
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要望額 

給食費に係る経費  

１，４７７，６６８千円  

                 （R7.4.1現在）  

市立 人数 （人） 
給食費 

 単価（円） 
総額 （円） 

小学生 14,850   340   925,851,000  

中学生 7,580   375   551,817,000  

  22,430    1,477,668,000 

 

効果等 

 子育て世帯の経済的負担の軽減及び経済的負担の軽減による新た

な教育機会の創出 

  



9 

１ 通学路等防犯カメラ更新に関する財政支援について 

要望事項 

 小中学校通学路及び中心市街地等防犯カメラ更新費用の一部財政

支援 

要望の背景 

 前橋市小中学校通学路及び中心市街地等に設置した防犯カメラが

順次リース期間を終え、更新時期を迎えています。令和７年９月末

には最新のリース契約も終了となり、４６２台の防犯カメラの更新

が必要となります。 

 防犯カメラは、通学路の安全確保が図られるとともに、犯罪の抑

止及び犯罪捜査においても役立てられており、治安対策の継続・推

進は重要であることから、令和７年度群馬県選出等の国会議員への

要望として国に財政支援を求めたところです。 

 令和６年度の群馬県知事に対する要望では、県単独の補助が困難

であり、国の動向を注視したい旨の回答をいただいたところです

が、当該防犯カメラの更新には多額の経費を要し、市単独での費用

負担も難しいことから、改めて要望するものです。 

要望額 

防犯カメラ更新費用の４分の１ 26,500千円 

【算出根拠】 

〇防犯カメラ更新費用（見込み） 106,000千円 

(内訳)中心市街地等設置防犯カメラ（72台）28,000千円 

  通学路等設置防犯灯一体型防犯カメラ(390台)78,000千円 

〇国の２分の１補助を想定 
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効果等 

 防犯カメラの新規設置の財政的余裕が生まれ、治安対策の推進を

一層図ることができます。 
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２ 企業誘致に係る連携促進及び群馬県環境影響評価条例の見直し 

について【新】 

 

要望事項 

 (1) 雇用創出及び経済効果に優れた企業の誘致を促進するための 

情報提供及び本市が行う情報発信との連携促進  

 (2) 群馬県環境影響評価条例の適用となる「流通業務用地、流通

業務団地造成事業」、「工業用地、工業団地造成事業」の規模要件

について５０ｈａ以上に見直し 

 

要望の背景 

 近年、社会経済情勢の変化に伴うグローバルサプライチェーンの

見直し、政府の国内投資支援策の後押し等もあり、製造業を中心とす

る国内投資が各地で進展しており、企業誘致・投資を通じて地方活性

化を実現するチャンスです。  

 大規模投資を行う企業は県内に拠点を有していないこともあり、

誘致実現には全国的な情報収集及び発信が欠かせませんが、群馬県

は企業局のほか東京事務所や大阪事務所を有しており知見に優れる

ため、協力を求めるものです。 

 本県では、群馬県環境影響評価条例に基づき２０ｈａ以上の「流通

業務用地、流通業務団地造成事業」、「工業用地、工業団地造成事業」

について環境影響評価が必要ですが、立地環境の類似する茨城県や

栃木県の規模要件は５０ｈａ以上となっています。大規模投資を行

う企業は２～３年以内の引渡しを条件に産業用地を求めることがあ

りますが、環境影響評価を実施する場合は事業認可を受けるまでに

追加で３年程度の期間を要することとなり、企業誘致・投資の機会を

逸する要因となっています。 
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効果等 

 企業誘致・投資により雇用創出や地域からの取引額増加、税収増

加などの経済効果が見込まれます。地域の人口を維持し、経済を発

展させるためには働く場所の確保が欠かせません。特に大規模投資

を行い、高付加価値を創出する企業は、雇用条件にも優れ子育て世

代の就労も期待されます。 

■環境配慮を要する地域（国立公園や自然環境保護区・鳥獣保護区

等の特別地区）に該当しない一般（普通）地域における周辺県との

環境影響評価条例対象の比較 

茨城県 栃木県 群馬県 

(第二種) 

埼玉県 千葉県 新潟県 長野県 

工業団地

造成 

75 ha 

以上 

50 ha 

以上 

20 ha 

以上 

20 ha 

以上 

50 ha 

以上 

50 ha 

以上 

50 ha 

以上 

流通業務

団地造成 

75 ha 

以上 

50 ha 

以上 

20 ha 

以上 

20 ha 

以上 

75 ha 

以上 

50 ha 

以上 

20 ha 

以上 
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３ 豚熱（ＣＳＦ）の対策について【新】 

要望事項 

豚熱対策の継続的な支援の実施 

要望の背景 

 残念ながら本市では豚熱が連続発生してしまいましたが、県にお

かれましては、感染拡大の防止、収束に向けた対応や補正予算の確

保で新たな緊急予防対策を講じるなど、迅速な対応をいただき感謝

申し上げます。 

 本市の畜舎の多くは野生動物の生息域に隣接しており、畜産農家

は常に家畜伝染病の感染の脅威に不安を感じており、畜産農家の経

済的負担や心労は想像を超えるものがあります。 

 豚熱の発生を防ぐためには、飼養衛生管理基準を遵守した対策や

野生イノシシの対策強化が必要であることから豚熱発生予防防止対

策の継続的な支援の実施をお願いします。 

 また、ワクチン接種が進められているにもかかわらず、接種済の

母豚等まで全頭処分することに遺憾の声も寄せられております。防

疫措置のあり方なども含め、畜産農家の経営安定を図るなど必要な

対策を講じていただくようお願いします。 

効果等 

 畜舎や周辺の施設整備等による防疫体制の強化や野生イノシシの

対策強化を図ることで、豚熱（CSF)の発生リスクが軽減され養豚農

家の安定経営に繋がります。 
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４ ため池防災工事の計画的な推進について【新】 

要望事項 

 劣化が進んでいる防災重点農業用ため池について、国庫補助事業

の活用を含めた、集中的かつ計画的な防災工事の実施 

要望の背景 

 本市には８３箇所の農業用ため池が存在し、農業用水の確保はも

とより、自然環境の保全や、良好な景観の確保等多面的な機能を発

揮し、地域資源としても重要なものとなっています。しかし、その

多くが明治時代以前に設置されたものであり、地震・豪雨に対する

耐性について十分な性能を有していないものも多く、また劣化も進

行しております。 

 近年、頻発している集中豪雨や、首都直下地震をはじめとする大

規模地震により、ため池決壊による下流住宅への被害が懸念されて

おり、被災リスクの高いため池は「防災重点農業用ため池」として

位置づけられており、本市には県内のおよそ２５％に相当する５５

箇所が指定されております。 

 国は、令和２年に防災重点農業用ため池の集中的かつ計画的な推

進を図るため、「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に

関する特別措置法（いわゆるため池特措法）」で令和１２年度末を

期限に対応することとなっています。 

 本市でも、令和７年度までに、国庫補助事業で地震・豪雨耐性評

価及び劣化状況評価を行っていますが、調査済みのほとんどのため

池が防災工事が必要であることが判明しています。 

 群馬県では、防災工事等推進計画を策定し、また「ため池等整備

事業（小規模事業）に係る事業要件について（平成２２年１０月１

日付け農政部長通知）」に基づき、高度な技術力を要する防災工事

について、緊急度・重要度の高いため池から順次、県営事業として

群馬県防災重点農業用ため池等緊急整備事業で防災工事に着手して
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いただいているところですが、国が示す令和１２年度の完了を目指

すには、なお、一層の集中的な取り組みが必要と考えます。 

 つきましては、国が示す令和１２年度の完了を目指す上で必要な

予算・人員確保を図られますとともに、国庫補助を活用し、一層の

防災工事の推進につきまして特段のご配慮を賜りますようお願い申

し上げます。 

効果等 

 防災重点農業用ため池の計画的な防災工事を集中的に推進するこ

とによって、農業被害の未然の防止、市民の生命・財産を守り、そ

して災害に強い農村地域づくりにつながります。 



16 



17 

５ 幹線道路等の整備について 

要望事項 

(1)（都）朝倉玉村線の事業区間の整備推進、及び主要地方道前橋

玉村線以南における利根川新橋並びに玉村（都）与六分前橋線ま 

での未整備区間の新規事業化に向けた検討  

(2) 赤城山観光を推進するための道路整備

ア 主要地方道前橋赤城線の事業区間の早期整備、上武道路以

北の未整備区間における自転車の安全な通行空間の確保に向

けた計画の策定及び整備の推進 

イ 主要地方道大胡赤城線の幅員狭小部分の拡幅整備等による

アクセス性の向上 

(3) （都）古市下新田線（主要地方道前橋長瀞線）の（都）南部大

橋線以南の整備検討 

(4)（都）江田天川大島線の利根川以西の未整備区間（利根川新橋

含む）の県道昇格及び新規事業化に向けた検討 

(5)（仮称）赤城榛名広域道路の事業区間（一般県道南新井前橋線

バイパス）の整備推進と上武道路から一般県道四ツ塚原之郷前 

橋線までの未整備区間の新規事業化に向けた検討 

要望の背景 

 幹線道路の整備は、他都市との広域連携を促し、産業の発展や観光

の振興など地域活性化、救急医療や緊急輸送など防災機能の強化に

よる災害対策に寄与することから、早期に道路ネットワークを構築

し、整備効果を発現させることが重要であると考えます。 

 本要望路線は、本市を含む県央地域及び周辺地域にとって上記整

備効果が大きく期待できることから、県による整備促進、整備検討を

要望するものです。 
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効果等 

(1) （都）朝倉玉村線

ア 県央地域の産業団地・商業施設の人流物流環境の向上 

イ 前橋赤十字病院を中心とした災害時の防災機能強化

(2) 主要地方道前橋赤城線・大胡赤城線

ア 自転車を活用した観光振興及び交通安全性の向上

イ 赤城山へのアクセス向上

(3) （都）古市下新田線（主要地方道前橋長瀞線）

ア 慢性的な渋滞解消

イ 歩行者、自転車の安全で円滑な通行空間の確保

(4) （都）江田天川大島線

ア 防災拠点（前橋赤十字病院、群馬県済生会病院、日高病院等） 

を結ぶレジリエンスネットワークの構築 

イ 都市間連携（前橋・高崎）を強化するネットワークの構築 

(5) （仮称）赤城榛名広域道路

ア 駒寄スマートＩＣを活かした産業の活性化、物流の利便性

向上 

イ 観光資源である赤城山、榛名山等へのアクセス向上 
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要望図 

(1) （都）朝倉玉村線
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(2) 赤城山観光を推進するための道路
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(3) （都）古市下新田線・主要地方道前橋長瀞線
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 (4) （都）江田天川大島線 
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(5) （仮称）赤城榛名広域道路

要望区間

●

（仮称）赤城榛名広域道路　要望図

市道・町道

ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

高速自動車道

国　　道

県　　道

上毛大橋

吉岡町

前橋市

高崎市

渋川市

榛東村

大渡橋

駒 寄

ＩＣ

整備推進要望区間

（一）南新井前橋線バイパス

（事業中:Ｒ８年度完成予定）

新規事業化

要望区間

渋川伊香保 ＩＣ

(仮称)赤城榛名広域道路 延長9.8km
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６ コンパクトなまちづくりを推進するための市街地再開発事業に 

おける財政支援について【新】 

 

要望事項 

 前橋・高崎地方拠点都市地域基本計画の拠点地区でコンパクトな

まちづくりを推進するために実施する市街地再開発事業※１におい

て、施行者※２への安定的な補助金を確保するための財政支援 

 ※１ 市街地再開発事業とは都市再開発法に基づく事業 

 ※２ 施行者とは「組合」「個人施行」などの民間団体や企業 

 

要望の背景 

 前橋市は、地方拠点法による地方拠点都市地域に指定されており、

関係市町で定める前橋・高崎地方拠点都市地域基本計画において新

前橋駅周辺地区をシビック・コア拠点として定め、再開発事業等によ

り都市基盤整備を行い行政機能、業務機能など、高次都市機能の集積

を図ることとしています。 

 現在、都市機能誘導区域として新前橋駅周辺地区を設定し、ＪＲ新

前橋駅東口地区第一種市街地再開発事業を計画しておりますが、昨

今の建築費高騰等によって概算事業費の規模も大きくなり、それに

伴って公的な補助金※３も増えることで、補助者である市も財政的に

厳しい状況になるため、事業の推進に支障をきたす恐れが懸念され

ます。 

 そこで、県央の拠点都市地域の連携を図る結節拠点である新前橋

駅周辺地区においてコンパクトなまちづくりを推進するため、市街

地再開発事業における市の負担軽減に向けた群馬県からの財政支援

をお願いするものです。 

 ※３ 市街地再開発事業にあたり施行者に事業費の一部を補助する制度 

    負担割合 施行者への補助金=国1/2,地方公共団体1/2 

    市が地方公共団体の負担を担う  
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要望額 

ＪＲ新前橋駅東口地区第一種市街地再開発事業に対し、仮に旧「群

馬県まちなか居住再生等支援事業補助金交付要綱」と同規模の補助

制度を新設していただいた場合、群馬県の補助額は令和11年度まで

に約１．６５億円となります。 

年度別に想定される群馬県の補助額（令和10年度から） 
地区名 令和10年度 令和11年度 計 

ＪＲ新前橋駅東口※ 56,000千円 109,000千円 165,000千円 

効果等 

 財政支援によって市の負担が軽減されることで事業の停滞や見直

しといった影響を避けやすくなり、計画的に事業の進捗を図ること

ができます。 

■事業概要

  ＪＲ新前橋駅東口地区 

地区面積 約０．４ha（前面道路含む） 

第一種市街地再開発事業 

組合施行予定（地権者７者） 

都市計画決定 令和７年４月２５日 

事業計画作成 令和７年度～ 

組合設立予定 令和８年度 

工事着手予定 令和９年度 

工事完成予定 令和１１年度中 
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７ 国庫補助事業に係る予算確保について 

要望事項 

 地域特性に応じた基盤整備等が図られるよう、事業の推進及び国

等への働きかけとともに、下記の事項について、安定的な予算確保  

(1) 国交省所管

(社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金)

①道路事業 ②街路事業 ③土地区画整理事業

④公園整備事業

⑤住宅整備事業（優良建築物等整備事業含む）

(2) 農林水産省所管（⑥農山漁村地域整備交付金等）

農業基盤整備促進事業、水利施設等整備事業、農業水路等長寿

命化・防災減災事業、水利施設等保全高度化事業   

(3) 文部科学省及びスポーツ庁所管

（学校施設環境改善交付金） 

⑦学校施設事業 

要望の背景 

 道路や公園といった都市基盤施設、農道や水路といった農業基盤

施設及び学校施設は、本市が重点的に取り組むべき課題であり、活力

あるまちづくりを推進する上で重要であると考えております。  

 令和７年度においては、一部で内示率が下落傾向にあり、今後も計

画的な整備を着実に推進していくためには、補助金や交付金など国

において必要な財源を確保し安定的に交付されることが不可欠とな

ります。 
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内示率 

事 業 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

①道路事業 99.60％ 97.80％ 99.50％ 86.90％ 99.80％ 

②街路事業 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％ 99.40％ 

③土地区画整理事業 71.10％ 99.40％ 71.80％ ※70.14％ 57.70％ 

④公園整備事業 90.20％ 100.00％ 100.00％ 57.70％ 43.53％ 

⑤住宅整備事業 91.20％ 92.70％ 90.20％ 72.80％ 64.66％ 

⑥農山魚村地域整備 100.00％ 100.00％ 100.00％ 86.52％ ※100.00％

⑦学校施設事業 107.50％ ※90.10％ ※101.00％ ※100.00％ ※100.00％

※事業前倒し含む（前年度補正予算）

効果等

 補助金や交付金が安定的に交付されることで、計画的な都市基盤

整備、農業基盤施設整備及び学校施設整備を推進することができま

す。 



28 

８ １級河川における河川堆積物撤去等について 

要望事項 

(1) 流下能力回復のため、土砂及び流木等の河川堆積物撤去の適

宜実施。特に、利根川（下川淵地区）の河川堆積物の撤去 

また、地元自治会から要望の挙がっている１級河川の維持管

理の適宜実施 

(2) 水防上最も重要な区間に位置付けられている市内１５箇所の

重要水防箇所（利根川６箇所、広瀬川１箇所、荒砥川７箇所、赤

城白川１箇所）における護岸工事や堤防工事等の早期実施 

  特に、利根川（前橋下流工区）河川改修の早期着手 

要望の背景 

 近年、大雨災害の局地化・激甚化によって深刻な水害被害が全国で

多発しています。本市においても、令和元年６月２２日のゲリラ豪雨

及び令和元年台風第１９号では、中小河川の溢水や土砂災害、市街地

における道路冠水などが生じました。  

 群馬県が管理している１級河川において、堤内外の除草及び堆積

物撤去要望が地元自治会から多数挙がっています。  

 群馬県においても、令和元年１２月に「ぐんま５つのゼロ宣言」及

び「群馬・気象災害非常事態宣言」を行い、更に、令和７年３月には、

「県土整備プラン」の見直しを行い、頻発化・激甚化する気象災害の

新たな脅威にしっかりと対応できる「災害レジリエンスＮｏ．１の実

現」に向けて、「ハード」と「ソフト」が一体となった防災・減災対

策をこれまで以上に加速することとされました。 

 本市においても、ハザードマップの改訂に伴い、洪水浸水想定区域

が広がったことから、市民に対して災害リスクや避難行動等の周知

を行いました。また、浸水被害の軽減のため、排水区の見直しや排水
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施設等の再整備を目的とした排水計画検討業務にも取り組んでいま

す。さらに、河川維持管理として、準用河川及び普通河川の断水時に

堆積物撤去業務に取り組んでいます。 

効果等 

 県と市がそれぞれの役割分担において連携しながら、河川堆積物

の撤去及び河川改修等の防災対策を強力かつ集中的に進め、洪水時

における河川の流下能力を確保し、氾濫リスクの軽減を図ることが

できます。 
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■前橋市内１５箇所の重要水防箇所（参考資料）
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前橋市内重要水防箇所一覧（重要度Ａ：水防上最も重要な区間） 

箇
所 
№ 

河川名 
左 
右 
岸 

重要水防箇所 

延長 
（m） 

重要理由 
町大字 字 

1 利根川 左 下阿内町、新堀町 群馬ヘリポートより上流 400 堤防高不足（流下能力） 

2 利根川 左 新堀町 新堀神社より下流 800 堤防高不足（流下能力） 

3 利根川 左 下川町 下川淵小学校より下流 200 堤防高不足（流下能力） 

4 利根川 左 公田町 
昭和大橋上流（前橋南高
校付近） 

200 堤防高不足（流下能力） 

5 利根川 右 下新田町 下新田町県営住宅付近 200 堤防高不足（流下能力） 

6 利根川 左 敷島町、緑が丘町 県立敷島公園ばら園付近 650 堤防高不足（流下能力） 

7 広瀬川 左 下増田町 
広瀬川と荒砥川合流地点
より上流 

150 堤防高不足（流下能力） 

8 荒砥川 右 
下増田町、上増田町、今
井町、富田町 

荒砥川と神沢川の合流地
点の上下流 

5,600 
堤防高不足（流下能力）、堤
防断面不足、漏水の恐れ 

9 荒砥川 左 
二之宮町、今井町、 
荒口町、下増田町、 
上増田町 

荒砥川と神沢川の合流地
点の上下流 

4,380 
堤防高不足（流下能力）、堤
防断面不足、法崩れ・すべ
りの恐れ 

10 荒砥川 左 荒口町、泉沢町 荒砥橋上下流 400 
堤防高不足（流下能力）、堤
防断面不足 

11 荒砥川 右 
富田町、茂木町、 
大胡町 

荒砥橋上流 2,800 
堤防高不足（流下能力）、堤
防断面不足 

12 荒砥川 左 泉沢町 荒砥橋上流 600 堤防高不足（流下能力） 

13 荒砥川 左 泉沢町、大胡町 荒砥橋上流 400 堤防高不足（流下能力） 

14 荒砥川 左 大胡町 大胡大橋上下流 400 
堤防高不足（流下能力）、堤
防断面不足 

15 赤城白川 左 青柳町、富士見町時沢 新白川橋下流 200 堤防高不足（流下能力） 
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９ 国・県指定重要文化財等の保存・継承に係る財政支援について 

 

要望事項 

 文化財保護法の規定により指定された文化財並びに群馬県文化財

保護条例の規定により指定された文化財、又は県が保存の必要を認

める文化財について、県での財政措置及び国への財政支援の働きか

け 

 

要望の背景 

 国指定重要文化財である臨江閣においては国の補助を受けて、令

和６年度に防火施設設置工事の基本設計・実施設計を実施し、令和７

年度及び８年度に国の補助を受けて消火栓や感知器等の設置工事を

予定しています。 

 また、防火施設設置工事完了後には、本館及び茶室の耐震対策工事

や、老朽化の進む本館通路等の改修工事やトイレの地盤・配管等の改

修工事を計画しています。 

 令和６年度の群馬県知事に対する要望では、県の財政措置として

できるだけ多くの国・県指定重要文化財等の保存・継承に係る支援が

できるよう、当初予算を計上した旨の回答をいただいており、実際に

一部の事業において財政支援をしていただいたことに感謝します。

しかしながら、臨江閣の整備には多額の経費を要すとともに、阿久沢

家住宅の茅葺屋根葺替工事や旧蚕糸試験場事務棟の改修工事等も進

めていく必要があり、市の費用負担も厳しい状況にあることから、改

めて要望するものです。 
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要望額 

臨江閣に係る整備費用（県補助分）  

９７，２５０千円  

（臨江閣に係る想定整備費用（R6〜R11年度）389,000千円  

 の４分の１補助）  

 

効果等 

 (1) 継続的かつ十分な地方財政措置が講じられることにより、防 

  火防災対策等の充実が図られ、貴重な文化財の保存・継承が適切 

  に進められます。  

 (2) 来館者や貸館利用等が年々増加傾向にある臨江閣について、

防火防災対策が講じられることにより、一層の活用促進が図ら

れます。 
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１０ 水道施設再編整備に係る財政支援について【新】 

 

要望事項 

 水道施設再編整備（田口・田島水系）に係る県での財政措置 

 

要望の背景 

 坂東工業団地周辺・地下水汚染事案については、関係団体と本市に

おいて、田口町水源への影響などを踏まえ協議を続けてきたところ

でありますが、関係団体から関係者の一人として社会的・道義的な責

任を果たしたいとした申し入れがあり、事案解決に向けた協議が、よ

うやく整ったところであります。  

 つきましては、４つの田口水源と田口浄水関係施設を廃止し、田口

浄水場を田島浄水場へ統合、さらに、施設の老朽化に伴い拡張整備を

行うことで、懸案事項の解決を図ります。  

 拡張整備には、多額の事業費が見込まれていることから、財政的な

支援を要望するものです。   

 なお、今回の統合・拡張再編整備方針として、令和５年度から県央

第二水道の受水単価が100円/㎥から80円/㎥へ引き下げられた経緯

もあり、田島浄水場への統合後は、新たに県央第二水道から平均

6,000㎥/日の受水量の増量を計画しており、将来にわたって、安全・

安心な水の安定供給が可能となります。 

 

要望額 

 多額の建設費用が必要となるため、県単独補助事業の創設等の特

段の財政措置をお願いします。  

 拡張整備計画は、令和８年度～令和１４年度の予定です。 
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効果等 

 これまで、田口浄水場においては、有機塩素化合物除去設備の設置

により、安全な水道水の供給を継続してきましたが、その施設の廃止

や浄水施設の統廃合によるダウンサイジングなどにより維持管理経

費の削減を想定しているとともに、将来にわたって、安全で安心な水

の供給と災害等に備えたバックアップ体制の構築もできるものであ

ります。  

 今後、施設整備状況にもよりますが、令和１２年度から県央第二水

道からの受水量を日量で6,000㎥、年間219万㎥、年間で１.７５億

円の受水費の増額を予定しております。 

 

  



(仮称)北部受水場新設整備

(仮称)横室配水場新設整備

計画概要図

廃止
廃止

廃止

廃止

廃止
廃止

改修

改修

改修

拡張

坂東工業団地

田島浄水場拡張整備

今回対象事業
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１１ 群馬県公共下水道事業費補助金の復活について 

 

要望事項 

 公共下水道の整備を促進し快適な生活環境の確保と公共用水域の

水質保全及び公共下水道人口普及率の更なる向上を図るため、群馬

県公共下水道事業費補助金(単独管渠整備促進費補助)の復活 

 

要望の背景 

 群馬県公共下水道事業費補助金交付要綱（単独管渠整備促進費補

助）に基づき市町村が実施する単独公共下水道の単独管渠整備に対

し３％以内、流域関連公共下水道の単独管渠整備に対し５％以内の

補助金を令和 5 年度まで交付していただき大きな成果をあげてきた

ところであり、本市を含め他市においても補助金の復活を強く望ん

でいます。  

 また、令和６年度から創設された下水道接続宅内配管費補助につ

いては、県内市町村において２団体のみの対象に留まっているとい

う状況にもあることから、先ずは、単独管渠の整備促進と未普及対策

をしっかり進めるため、本補助金を復活し継続的な支援が必要と考

えています。 
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要望額 

 単独公共下水道整備に係る経費の３％  

  令和3年度実績   １，０００千円  

  令和4年度実績   １，０００千円  

  令和5年度実績   １，８００千円  

 流域関連公共下水道整備に係る経費の５％  

  令和3年度実績 ２５，９００千円  

  令和4年度実績 ２４，９００千円  

  令和5年度実績 ２１，１００千円 

 

効果等 

 (1) 公共下水道の人口普及率(令和5年度末７２．０％)の向上  

 (2) 補助対象要件に該当しない地区への整備促進  

 (3) 快適な生活環境の確保と公共用水域の水質保全 

 




